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同潤会江戸川アパー トでは,30数 年に亘って建替が検討されてきたが,平 成12年3月 漸く建替決議された。一方で,集

合住宅の歴史性継承が社会的関心を呼んでいる。本研究は,江 戸川アパー トの再建において,再 生と継承を関連づけて行

い得るか を検討することを目的とした。まず,建 替議論の詳細な検討よ り,分譲集合住宅建 替の困難さを浮き彫 りにした。

更に,建 替議論の過程で提示 された部分保存案について,部 分保存案実現のための歴史的意義付け ・制度的条件の検討を

行い,諸 制度 ・行政判断上の障害を明らかにした。一方で民間長期経過集合住宅でも所有 ・利用 ・管理形態に応じた継承

方法の可能性が充分にあ り得ることを示した。
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     This study aims to examine possibilities of preserving Edogawa Apartments built in 1934 by the Doujunkai Foundation created to 
answer the housing needs resulting from the Great Kanto Earthquake. In view of discussions on redevelopment programs, we found 

difficulties in reaching an agreement among all dwellers. Then, we examined a redevelopment plan, which intended to preserve a part of the 

apartments and its inner garden, and found that constitutional and beauraucratical systems post as big barriers for this plan. In addition, we 

surveyed other 5 apartments built more than a half century ago, and found some possibilities for inheriting multiple housing.

1.研 究背景 ・目的 ・方法

本研究で対象とする同潤会江戸川アパー トメン ト(以

下,原 則 として 「江戸川アパー ト」)では,既 に30数 年前

か ら精力的に建替が検討されてきたが,平 成12年3月,漸

く区分所有法上の建替決議 を経て,全 面建替実現に向け

た動きが進んでいる。これまで 「江戸川アパー ト再建に関

する調査研究」 と題 して行 ってきた本研究委員会による

一連の研究文1・2)では,同 アパー ト再建に関する基礎的項

目の整理 ・検討,そ して,都 心定住型集合住宅 として同ア

パー トが住まわれ続けた理由を再建計画に活かすための

位置づけ作業を行ってきた。一方で,同 アパー ト内外から

少なからず,建 物及び中庭の保存を要望する声 もあり,さ

らに一般的には都市再生・団地再生が叫ばれる中で,集 合

住宅の帯びる歴史性の継承が社会的テーマとなりつつあ

ることも事実である。

本研究は,こ のような背景から,江 戸川アパー トの再

建に対してどのような形で,再 生と継承を関連づけて行

うことがが可能なのかを,集合住宅のもつ歴史性継承の1

例として具体的に検討することを目的としているが,上

記のように,研 究期間中に全面建替の決議が既に成立し,

事業が進みつつある。

そこで,以 下の論考ではまず,江 戸川アパー トの変遷

を,特 に30年 以上の建替議論のプロセスに焦点を当てな

が ら,関 係者への聴き取り・アパー ト内資料を駆使し,詳

らかにすることによって分譲集合住宅のもつ管理上 ・再

建議論上の特性を追究(第2章)し た。その上で,集 合住

宅の歴史性継承の手法を整理した後,実 際に本研究委員

会メンバーも携わ り,アパー ト内で検討に挙がった 「部分

保存案」の詳細な検討(第3章)を 行った。最後に補足 と

して これまで日本で建設された集合住宅を建築系雑誌か

ら可能な限り拾い出し,東 京における残存状況を確認し

た後,幾 つかの事例における建物の継承のされ方を検討

(第4章)す ることにしたい。
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2.建 替議論を中心 とした江戸川アパー トの変遷

ここではまず,創 建当初の江戸川アパー トの建物の諸

元を明 らかにした上で,同 アパー トの建替の議論に焦点

を当て,建 替決議成立に至るまでのるまでのプロセスを

明らかにしたい。

2.1公 的賃貸集合住宅 としての居住環境管理

2.1.1創 建当時の仕様

江戸川アパー トは,同 潤会アパー トメント事業の集大

成として昭和9年 に竣工 した。約2061坪 の敷地に,6階

建てコの字型の1号 館と4階 建て1字 型の2号 館が,中 庭

を囲い込むように配置されている。総住戸数は,食 堂 ・共

同浴場用の附属住宅を含め260戸 で,1号 館の5,6階 は

131戸 の独身男子用住戸(以 下,「 独身部」と称す)注1),

他は2室 以上の住戸(以 下,「家族部」と称す)で あった。

ここで特筆すべきことは,家 族部129戸 中実に40種 もの

住戸 プランが用意されていたことであり,同 潤会アパー

トの中でも住戸平面の多様性は群を抜いている。また,道

路に面した1号 館西部には,共 同浴場 ・食堂 ・社交室 ・管

理人室 ・ボイラー室などの共益施設が配置されており,こ

の部分のみ地下階があり,同 アパー トの共有使用の機能

を集約した構成 となっている(図1)文4)。

仕様書文5)をみると,部 品 ・各種仕様には当時最も高晶

質の国産品が使用されていたことが判る。 また設備面で

は,水 洗便所や電気 ・ガス設備 ・エレベーターに加え,温

水暖房 ・電話設備など,そ れまで事務所やホテルなどに限

られていた設備が採用され,後 の高級民間集合住宅とし

て有名な大阪パンシオン(村 野藤吾,昭 和8年),野 々宮

アパー ト(土浦亀城,昭 和12年)な どの先鞭をつけた文6)。

2.1.2戦 前の管理状況

竣工当時は同潤会によって管理され,日 常的な管理は,

江戸川アパー ト内の管理所(1号 館西部1階)を 通 して行

われていた。昭和16年,同 潤会が住宅営団(以 下 「営団」)

に吸収された後は,営 団賃貸住宅として管理されること

となった。しかし,太 平洋戦争では空襲 により屋上防水に

被害を受け,以 後漏水に悩まされることとなる文7)。戦時

中にはエレベーターも休止した注2)。さらに,金 物供出に

よ りラジエターが取 り外 され,暖 房装置が機能 しな く

なった。また空襲後には,縁 を頼ってきた罹災者の仮住ま

いとして も利用されるようにな り,特 に独身部では女性

や家族世帯の居住 も行われるようになった。

2.2生 活協同組合の下での居住環境の管理

2.2.1鳩 巣会 と白鳥会による管理

昭和21年12月G.H.Q.に より営団が閉鎖機関に指定さ

れ,そ の管理は閉鎖機関整理委員会(以 下,「C.1.LC.」)

に移管され,営 団負債の精算のための払い下げ問題が浮

上し,昭 和22年9月 からは公的管理が行われなくなった。

これに対し,当 時居住者有志で発行されていた「江戸川ア

パー ト新聞」文8)によれば,昭 和22年5月,虎 ノ門アパー

トか ら転入した独身部居住者注3)が 中心とな り 「鳩巣会」

が結成されている。鳩巣会は,管 理所と協力して不法占拠

の対処と廊下の整理に携わっていた。一方同年10月,共

同生活の円滑化を意図して家族部居住者有志により 「白

鳥会」が設立され,鳩 巣会と協力してアパー ト全体の管理

運営に当るようになった。

この戦後混乱期には,照 明器具・建具金具 ・マンホール

i蓋・洗濯物などの盗難被害,廊 下階段での薪 ・練炭による

煮炊きによる汚損などが,管 理問題として生じている文7)。

2.2.2生 活協同組合の結成

昭和22年 頃より,C.1.LC,と 各同潤会アパー ト居住者

組織の間では,土 地 ・建物の払い下げに関する交渉が続い

たが,G.H.Q.の 日本引き揚げに伴い昭和25年,払 い下

げを前提として,東 京所在の同潤会アパー トは東京都に

移管された。

一方 ,江 戸川アパー トでは昭和25年,白 鳥会が発展的

に解消 し,組合員の生活の経済的・文化的改善向上を図る

ことを目的として,消 費生活協同組合法に基づいた「生活

協同組合」(以下 「生協」)が設立された(鳩 巣会は後述の

分譲開始頃まで存続した)。同潤会アパー トの払い下げ過

程の中でも,居 住者組織の法人化 に成功したのは江戸川

アパー トだけであった。生協 という管理形態が選ばれた

のは,統 制品であった砂糖・油などの配給制度に最も適し

た組織 と判断されたこと,町内会制度の廃止の下,払 い下

げの受け皿として東京都との連絡が緊密にとれると考え

られていたことからであった。結果,他 の多くの同潤会ア

パー ト同様,昭 和26年5月 から土地 ・建物の払い下げ(6

年割賦)が 行われることとなった。

2.2.3払 い下げの詳細

建物は,専 有部分 ・共用部分 ・共益施設に分けて,土 地

は建物の専有持ち分に按分されて払い下げられた。まず

各住戸は,専 有部分 として個人名義で売買契約が締結さ

れ,次 に,廊 下 ・階段等の共用部分を専有部分面積に按分

した価格を買い取 り価格に含むことになった。この按分

方式は,月 報注4)によると,生 協内で出たの4つ の案から

選ばれた。この中で有力であったのは,家 族部居住者が提

案した第1案 「各戸で均等に負担する」と,独 身部居住者



が提案した第2案 「各戸専有面積 に比例して負担する」で

あった。居住者への意思確認の結果,第2案 が多数を占め,

全体を生協名義で売買契約 した。一方,共 益施設である食

堂 ・理髪所 ・管理関係諸室は,当 時の借家人と生協問の合

意を見ず,東 京都所有のまま現在に至っている。このよう

に区分所有法(昭 和38年 施行)以 前の払い下げであった

が,江 戸川アパー トでは,区 分所有法 と同様の専有部分と

共用部分に仕分けをした売買契約が行われた。ここでは

共用部分を生協法人で一括契約したことが特筆されよう。

2.2.4み どり会による隣地買収

払い下げが開始された昭和26年,日 本銀行所有の江戸

川アパー ト南側空地のに日銀社宅を建設する計画が持ち

上がった。そ こで日銀勤務の居住者が奔走 して空地の買

い取 り契約 を取 り付け,ア パー トの防火 ・衛生 ε帥美観と

いった生活環境の向上保全を図るために,共 同で所有 ・管

理することを呼び掛 けたが,こ れに賛意を表したのは2号

館有志約40名 のみであった。結局,昭 和27年12月 に有

志で株式会社 「みどり会」を設立 し,当該空地を取得 した。

この南側隣地は,後 のアパー ト建替議論にとって極めて

重要な事項となるが,一 部居住者のみで買い取られたこ

とが,建 替合意形成の阻害要因ともなった。

2.2.5生 協による共用部分の維持 ・管理

払い下げ問題が一段落 した昭和30年 代,生 協の下で共

用部分の整理が頻繁に行われた。長年の懸案だった屋上

防水の修理が完了し文7),都市下水道が完備されたことに

より汚水槽が廃止される文7)など,時 代に合わせた設備更

新が行われた。しか し,スチールサ ッシ文7)・ボイラー注5)・

給水ポンプ文7)などの老朽化,家 電製品の増加に伴 う電気

容量の問題注6),給水量注7)・電話回線注8)の不足など生活

水準向上に伴う仕様の陳腐化,さ らに,支 持層の圧密を因

とす る建物周辺の地盤沈下 によ り,埋 設されているガス

管 ・給水管が外れ,理 事会で頻繁に議題として取り上げら

れ る よ う に な る 。こ の問 題 に対 して は,石 炭 ボ イ ラー か ら

重 油 バ ー ナ ー 付 き ボ イ ラー へ の 切 り替 え文9),給 水 ポ ンプ

の 取 替 え注9),許 容 内 で の電 気 容 量 の 引 き上 げ,周 辺 地 面

へ の盛 土 文9),ガ ス配 管 のや り直 し注10)な どが 行 わ れ た 。

2.3生 活協同組合下での建替議論

2.3.1生 協 「建築委員会」・「老朽化対策委員会」での建

替議論(図2-1)

昭和33年9月,台 風22号 により江戸川アパー トは床上

浸水の被害を被った。地下は水没 し,特 に地下変電室の復

旧は困難を極めた文3)。この頃よ り1号 館中央部の不動沈

下が顕著となり,外 壁仕上の劣化も昭和37年 には生協理

事会の議題に上るようになった文9)。その他,数 カ所に顕

著な建物老朽箇所が見られるようにな り,昭和40年7月,

これらを総合的に検討するために,「建築委員会」が生協

理事会の下に設置された文9)。

このように昭和30年 代は設備関連の改善が生協下での

主たる議題であったが,昭 和40年 代に入って建物の老朽

化 に伴う建替の議論が始まった。昭和47年7月,建 築委

員会は現況の認識として建物の老朽化が決定的であるこ

とと,居住者の同意を経ての建替議論の必要性を訴えた文

10)。これを受けて更に建物老朽化対策の進展を図るため

に,「老朽化対策委員会」が生協理事会の下に設置された。

なお,図2-1～4に,老 朽化対策委員会以降の建替を視野

に入れた内部組織の活動を経年的にまとめた。老朽化対

策委員長は理事長が兼任し,委 員は理事全員 と理事会の

委嘱する組合員の専門家により構成された。同委員会は,

「土地対策小委員会」・「建築小委員会」によって構成され,

老朽化実態の具体的な調査研究 とその対策,並 びに再建

に関連する土地 ・法律 ・税金等の調査研究を進めていっ

た。この体制で行われた外部委託調査によれば文11),不同

沈下による建物傾斜は昭和49年 には約1度20分 となっ



ていた。この報告によると,コ ンクリー ト強度は十分であ

るものの,不 同沈下と被 り厚さ不足による中性化で鉄筋

の爆裂が生じ,RC造 としての機能が劣化 しつつあるとさ

れた。また,昭 和49年 には建替の可能性に関する研究報

告書も出された文1)。

これ と前後し,昭 和47年 にはS建 設による単独敷地で

の15階 建を含む2棟 の団地型の建替案が持 ち込 まれた

が,昭 和48年 に第2種 高度地区指定が都市計画決定され

たため,案 は取 り下げられた。その後,理 事会側では11

階建で高度制限緩和の承認を都から得て 「理事会案」を策

定したが,オ イル・ショックの影響でデベロッパーが見つ

からないため断念 された。その後K組 提案による11階 建

ての再建案が検討されたが,実 現には至 らず,再 建へ向け

ての組織強化が図 られることとなった。

2.3.2生 協 「再建委員会」での建替議論(図2-1)

その結果昭和49年9月,老 朽化対策委員会に代って,

「総務」・「企画調整」・「調整確認」・「設計施工」・「資金経

営」・「普及」の6部 会制によって構成される 「再建委員会」

が設置 された。同委員会は各種デベロッパーか らの意見

聴取 を始め,組 合員へのアンケー トなどを通して 日本住

宅公団を建替協力機関に決定し,「アパー ト再建」を決議

した(昭 和50年5月)。 しか し,最 終的には条件の折り合

いがつかず,計 画は頓挫した(昭 和51年1月)。

続いて,同 委員会は 「首都圏不燃建築公社+K組 」によ

る建替案を検討 ・提案 した結果,昭 和51年4月 のアンケー

ト実施により多数の支持を得た。これを契機に同年9月,

再建委員会では6部 会制か ら,「技術」「再建推進」「懸案

処理」からなる3委 員会体制に移行した。再建推進委員会

では建替案への賛成の意思表示のない組合員の対応を担

当し,技 術委員会では,若 手の建築技術者を中心に,江 戸

川アパー トの魅力や再建建物に継承すべき設計上の条件

の検討を担当した。懸案処理委員会は,従 来か らの食堂 ・

理髪所問題に加え,土 地建物に関する組合員の権利関係

の処理を担当した。

2.3.3「再建協議会(生 協+み どり会)」での建替議論(図

2-1,2)

再建への本格的な動きを受け止め,「みどり会」所有の

南側隣地を活用する建替計画を模索するために,昭 和52

年6月,生 協 とみどり会によって協議される「再建協議会」

が,新 たに設定され,隣 地を含む再建案が模索された。こ

れにより,建替議論の場は,再建委員会から再建協議会に

拡大して移行することになった。なお,再 建協議会発足の

現実的な理由としては,生 協の規約では,組 合員は 「江戸

川アパー トに居住する個人に限る」となっているため再

建実施にあたっては,生 協 とは別に権利者(外 部地権者,

東京都,隣 地所有者であるみどり会等)が 全て含まれてい

る組織が必要であることが挙げられる。しかし,新宿区と

の北側斜線制限緩和の協議などを経て作成された南側隣

地を含む再建事業計画案は,昭 和53年1月 の総会で否決

された。この理由は主として,建 替に際しての隣地の使用

は民法251条 の共有物の変更にあたるため,組 合員全員

の合意が必要であるということであった。

このため,全員合意が課題となった再建協議会では「再

建問答集」等を作成し組合員への理解を求めた上で,改 め

て総会に付した結果,事 業計画案が承認された(昭 和53

年5月)。 一方,並 行して行われた個別意見交換会で,高

齢者の建替資金等に関する不安が大きいことが判明した

ため,老 人福祉システムの導入も検討された。その後漸く

昭和56年 には再建計画案が成立 したが,翌 年に入 り,合

意が取れないとのことで計画は断念された注18)。

その後,内 部における具体的な建替案検討は一時中座

したが,い わゆるバブル期(昭 和60年 前後)に は数社か

ら再建計画案がもたらされた。これらに対し,居住者より

「中庭を中心とした外部空間と階段室を中心とした内部空



問が,今 の居住状況よりよくなることがない」という意見

も噴出し,具 体的な案の検討に至 らなかった。結局,昭 和

61年7月,再 建協議会は解散することとなった。

2.3.4生 協 「環境委員会」での建替議論(図2-3)

バブル期には,江 戸川アパー トにおける居住者構成上

重要な変化が生じていた。図3は,同 アパー トの払い下げ

から現在に至るまでの建物所有状況の変化を,登 記簿よ

り読み取ったものであるが,当 初か らの所有者はリニア

に減少し,売 買 ・贈与が昭和40年 頃から一貫して拡大し,

売買は払下後から昭和45年 頃まで増加し,微 増を続けて

いる。この図には現れないが,居 住者からの聴き取 りによ

れば,昭 和60年 頃以前の売買はアパー ト内居住者同士に

よるものが多 く,そ れ以降の売買は外部不動産業者を介

してのものが多いとの ことであった。こうした背景の中

で,建 替の議論は外部か らの新規転入者発案による計画

案が幾つか浮上した。

一方で ,前 述の 「再建協議会」の議論が不調に終わっ

たことを踏 まえて,昭 和62年10月,生 協理事会の下に

「環境委員会」が設立された。環境委員会は,過 去の挫折

の原因が,組 合員全員の理解 と合意の積み重ね不足であ

ると考え,組 合員の意識の高揚(合 意形成)を 図ることを

目的とした。特に家族部と独身部,内 部権利者 と外部権利

者の意見調整を行い,建 築技術者・法律家 ・会社員 ・主婦 ・

学生等の多岐にわたる江戸川アパー トで生まれ育った第

二世代を中心とするアパー ト内外の権利者 により構成さ

れていた。こうした組織構成が可能 となる背景には,そ れ

までの建替の議論をリー ドしてきた戦前 ・戦後直後 に入

居 した第一世代か らの世代交代が進んでいた ことが大き

い。同委員会は,「再建」ではなく 「環境」をテーマにし

ていることから判るように,単 なる建替ではなく,江 戸川

アパー トの居住環境の良さを極力活かした建替の設計条

件の確立が 目指された。ここでの議論によって,そ の後模

索 さ れ る再 建 案 にお け る 「江 戸 川 ア パ ー トら しさ 」の 継 承

が 争 点 の 一 つ とな って い っ た注19)。

2.4整 備組合による管理組合法人への移行(図2-3)

環境委員会での基礎的条件整理の中で,法 定再開発事

業の検討が始め られた(平 成元年)。一方で,生 協はそも

そも定款に不動産管理を目的として掲げていないことに

より,区 分所有法に基づ く管理組合法人(昭 和58年 の法

改正により制度化)が アパー ト管理,並 びに建替に向けて

の議論を進めるための母体 としてふさわしいということ

になった。そのためには,登 記上の未整備(生 協所有のと

ころが東京都名義となっている等)を 解決するために,民

法を根拠とする「整備組合」が設立された。整備組合では,

東京都名義になっている土地を,生 協に登記 し直 した上

で,専 有床面積割合に従って各権利者に敷地所有権移転

登記を行った。結果,平 成3年9月 に登記が完了し,管 理

組合法人の設立を以て整備組合は解散した注13)。

2.5管 理組合法人下での建替議論

2.5.1管 理組合法人 「再建委員会」における建替議論(図

2-3)

管理組合法人は,「再建委員会」をはじめとする 「調査 ・



広報」,「維持 ・保全」,「総務」の合計4委 員会によって構

成された。平成4年 の総会では 「法定再開発で進める」こ

とが決議され,デ ィベ ロッパーの選定に入った。しかし,

バブル崩壊によ りディベロッパー側か ら区分所有者全員

の合意 を求められ注14),一方で区への都市計画用途指定変

更の要望書も提出したが実現に至 らなかった(平 成5年)。

このため,法 定再開発か ら優良再開発事業等の補助事

業への事業手法の転換が図られ,平 成6年11月,再 建早

期実現 を目指 して,再 建委員会の下に 「設計部会」・「権利

調整部会」が設置された。設計部会は,開 発手法 ・住棟配

置等の基本条件の整理を中心に活動していた。権利調整

部会は,敷 地測量調査 ・権利調査 ・公的機関(都 ・区 ・公

社)と の協議 ・公的補助金の申請手続き等の推進を中心と

して活動 した。さらに,こ れまで主としてボランティアに

よって再建計画の条件整理 ・企画 ・立案が成されていた

が,そ れでは限界があると判断された結果,N設 計とコン

サルタン ト契約 を結ぶこととなった。 この契約は後の建

替決議まで継続された。

2.5.2「 再建協議会(管 理組合法人+み どり会+K組)」 で

の建替議論(図2-4)

上記検討の結果,平 成6年12月 の臨時総会で説明した

噺 江戸川アパー トメント計画案1を 更に具体化 していく

ことを目的として管理組合法人・みどり会 ・K組 によって

構成される 「再建協議会」(前出3.3.3の 組織 とは異なる)

が結成され,建 替議論の場はここに移 された。そこでは,

補助事業である都心共同住宅供給事業が検討された。こ

の事業認定 申請者がディベロッパーとなるため,再 建協

議会は早速ディベロッパーの選定に入った。しか し早期

着工を目指すディベロッパーは,全 員合意を条件 とした

ため実現には至 らなかった(平 成7～10年)。

2.5.3管 理組合法人 「再建推進研究会」での建替議論(図

2-4)

そ こで平成10年,等 価交換や法定再開発事業以外にも

建替の活路 を見出すため,再 建協議会内に「再建推進研究

会」を設けて,都 市基盤整 備公団や民問の不動産コンサル

タン トが協力しながら,新 たな事業手法の模索が始めら

れた。

こうした中で,公 共賃貸住宅 ・信託方式 ・区分所有方式

を組み合わせた建替案(以 下,「部分保存案」と称す)が

平成11年 から12年 にかけて検討され,権 利者に公表さ

れた文12)。この案は,南 側隣地を含んだ上で,1号 館西部

の部分保存活用・中庭の保存活用を盛 り込みつつ,公 共賃

貸住宅,通 常の等価交換による区分所有建物 と,地権者法

人による信託方式注15)に よる建物か らなる,従 来の再開

発案にはない革新的な案であった。これをもとに,管理組

合法人では,権 利者か らの意見を求めたが,信 託方式は馴

染みが薄く,担 保価値に対する疑問や事業責任の明確化

な ど多 くの不明点があり,所 有形態が混在することに対

する管理上の問題 も懸念された。また,1号 館の一部保存

活用に対 しても,還 元率低減や維持費増加等の問題が指

摘された。これと並行して,同 案に基づ く法定再開発も引

続き検討されていたが,新 宿区から要件を満たしていな

いとして法定再開発の対象にしない旨,明 らかとなった

(平成12年11月)。 さらに,国 の住宅政策転換に伴い,都

市基盤整備公団の事業参加が得られなくなった(平 成12

年12月)。 こうした経緯で再建案そのものは,管 理組合総

会で可決されることはなかった。

そ こで,こ の事業計画案を叩き台としてデベロッパー

の選定が平成12年 末か ら行われ,デ ィベロッパーAと 「基

本合意書」が交わされた。その後,A社 とN設 計と再建

推進研究会の間で,隣 地を含めた再開発,既 存建物及び中

庭の部分保存の可能性が検討注16)されたが,制 度的に困

難であることを理由に,詳 細に検討されることなく,区 分

所有法上の建替決議を経ての単独敷地にての全面建替に



方針が切 り替えられ,平 成14年3月23日 に建替決議が行

われ注17),ここに漸 く江戸川アパー トの建替議論は幕を閉

じることになった。

今回の建替決議が,こ れまでの経緯より比較的早急に

成立した一つの大きな背景 として,近 年のアパー トの非

居住化が進んだことが挙げられる。図4は,毎 月末に管理

事務所より発行される水道料金請求書より判明した,昭

和63年 ・平成7年 ・14年 のそれぞれ年度末における,住

戸利用状況を示した ものであるが,整 備組合発足前の昭

和63年 時点では,権 利者居住38%,借 家人居住37%,空

家25%で あったものが,再 建協議会が発足する平成7年

にはほぼ均等に,建 替決議時点では半数が空家,残 りが同

数 という結果になっている。急速な空家の増加によるス

ラム化の危惧と外部権利者の増加が,一 刻も早い建替に

対する合意の背景にあった といえよう。

2.6小 括

以上か ら,江 戸川アパー トの変遷を管理組織形態の面

か らまとめると,時 期的には(1)公 共管理時代(昭 和9

年の竣工か ら昭和22年 のC.1.LC.に よる管理放棄)(2)

管理模索期(昭 和22年 か ら昭和25年 までの鳩巣会,白

鳥会 による自主管理)(3)生 活協同組合期(昭 和25年 の

結成から平成3年 の解散まで)(4)管 理組合法人期(平 成

3年 の結成から現在まで)と いった区分が可能である。こ

の中で,特 に建替の経緯に関しては,(a)設 備更新 ・補修

期(上 記(2)か ら(3)の 昭和47年 の老朽化対策委員会

結成 まで)(b)建 替検討期(昭 和47年 から平成14年 の

30年)に 分けられる。

さらに,(b)は 昭和60年 前後のバブル期で画される前

期 と後期に区分できよう。すなわち前期は,事業手法はと

もかく再建に誰が参加するかが争点となった時期で,後

期は事業手法の検討を主体としてそこに誰が参加するの

かが争点となった時期であるといえる。特に,バブル期の

安易な建替計画案に対峙した形で出発 した 「環境委員会

(昭和62年)」 での基礎的検討が,江 戸川アパー ト独 自の

再建方針(従 前居住環境の継承等)と いう条件を産み,法

定再開発や管理組合法人への移行などの基礎的条件を整

理 したという点で,永 年の再建議論を画するものであっ

たといえる。

3部 分保存案の歴史性継承の有効性と実現性の検討

本章では,再 建委員会による 「部分保存案」(上記2.5.3)

をベースとして,日 本の現状下での集合住宅の歴史性継

承における意義と実現性に関して考察を行う。

3.1集 合住宅における歴史性継承手法の整理と検討

我国では,集 合住宅における歴史性の継承を踏まえた

更新についての蓄積は殆ど無いに等しい。現実に,集 合

住宅保存の場面では,全 面保存やそれに近いレベルに固

執することは非現実的であろう。それゆえに,集 合住宅に

おける歴史性の継承を,日 本の現況下で実効性のあるも

のとしていくためには,全 面保存以外の限定的な手法に

ついても,よ り積極的な意味付けを探ることが急務であ

る。図5は 躯体 と内外装をどの程度残すのかという視点か

ら2軸 を取 り,幾つかのカテゴリーに分類できる歴史性継

承手法について概念的整理を行ったものである。

以下に,図5中 、全面保存以外のB～Eま での部分的保

存手法における歴史性継承の意義と手法採用上の留意点

について考察する。



3.1.1部 分保存

Bに 代表される部分的保存は,近 年普及 しつつある。既

存部分を現在のデザインの中に取 り込み,現 代と過去 と

の間の時空間を併存 させることで創造的なデザインを生

む可能性を孕んでいる。この場合においては,建 物のどの

部分を残す のかについての充分な考察 とその部分の価値

についての正確な解釈が不可欠であり,新 築部分 との一

体化が重要なテーマ となる。

3.1.2躯 体保存

Cに おいて,建 物の外郭線が継続することで,都 市景観

の変貌に関 しての抵抗感が薄められる効果がある。集合

住宅の場合には,基 本形が守られることで,集 合住宅全体

の生活環境や地域環境の維持に一定の寄与がある。加え

て,建 物のスケールはある程度正確な記憶 として残され,

構築物がその位置 に過去から持続的に存在 している証 と

なりうる。この場合,基 本骨格や計画の特性等を注意深く

検証することによ り,単 なるリニューアルやリサイクル

に止まらず,時 代の価値を継承し,文化遺産としての創造

性を生み出す可能性がある。

3.1.3内 外装保存

Dに おいて特化される内外装保存では,意 匠面の継承

上重要な役割を担 う。当初の材料や構法,デ ザインの傾向

を通して,生 活や社会のあり方 をひとつの空間に読み取

ることもできる。集合住宅においては,玄 関,階 段室,共

用部などに意匠上の特徴が表現されることが多く,そ れ

らの保存が歴史性継承という意味で有効である。しか し

内外装のみの保存では,元 の位置で復元される保証はな

く,場所の持続 という意味は低いものの,史 的財産の共有

という面ではひ とつの選択肢として考慮されよう。

3.1.4全 面解体

Eの ように,現地で保存される部分が皆無になることが

ある。部材を再生産 してレプリカを作成する,形状や色彩

のイメージのみを新規のデザインに反映させる方法など

がある。レプリカの作成は,材 料やプロポーションな どに

充分配慮し,相 当の厳密性や巧みな方法を確保しないか

ぎり,歴 史i生の継承は逆に曖昧になる。

以上のように,建 物をた とえ限定的に残す場合におい

ても,相 応の歴史性継承の意義付けの可能性は確認でき

る。実際には,具 体的なデザインの巧拙 に依る部分が大き

く,結果を保証するものではないが,以 上を明確に位置付

けることで,単 なる刷新や更新とは異なる価値を生み出

すための重要な手掛か りとなりえることがいえよう。

3.2「 部分保存案」における歴史性の継承の検討

ここで,前 出の江戸川アパー ト「部分保存案」(図6)の内

容について,歴 史性継承の側面から検討を加える。

3.2.1中 庭空間の保存

江戸川アパー トに永年住み続けてきた住民達にとって

中庭は,実 生活上も記憶の継承という意味でも重要な空

間であった。特に昭和62年 結成された 「環境委員会」(前

述2.3.4)以 降の再建計画では,中 庭の継承が暗黙のうち

に前提になっていた。本案においても,建物の外郭線の継

承よりむしろ中庭の基本骨格を維持す ることが,江 戸川

アパー トの再生のために最も重要であると判断されてい

る。普通なら,「地」である中庭を 「図」として意識した

計画となっている。また,新 規住棟においても,中 庭のア

ルコープや回遊街路など現状のコンセプトを再構成して

いる。これらを通 して,住 み続ける権利者 と新規入居者の

コミュニティの場として中庭が活用されることと,江 戸

川アパー トメン トの記憶の継承が図られている。

3.2.2既 存建物の部分保存

集合住宅の再建においては,現 実的な還元率を確保し

なければならない。また,中 庭を確保するため,敷 地の南

西寄りの建物を高層化するために2号 館を取り壊すこと

が前提 となっている。1号館については,中 央部における

不同沈下が限界を越え,耐 震面ではもはや危険な状態で

あることを考慮 し,大 部分の取壊しは免れないとの判断

があった。その結果,1号 館西部を部分的に保存する方針

が選択された。特に江戸川アパー トにおいて重要な共益

施設が集中しているのが,1号 館西部であり,意 匠面にお

いても質の高い建具やディテールが残されている。同時

に,こ こは当アパー トのもう一つの特徴である多様な住

居タイプという側面を反映して,バ ス付きの洋室か ら単

身用居室に至るまで様々な住戸タイプが内包されている。

さらに,公道に接 し視認性 も高く,地域の象徴としての重

要な役割を果たしている。

構造的には,保 存箇所は地下部分が不同沈下を軽減 し

ているため,躯体の安全性が確保されやすい。耐震強度に

ついては,目 視と既存の調査データに基づく専門家の判

断として充分 との評価があった注18)。但 し,保 存部分は



北側斜線制限の既存不適格に当た り,こ れを基準法適用

外に至 らしめる必要があった(こ の検討は次節で行 う)。

計画案についてはまず,現 地で使い続けながら新規建

物 と一体化させて歴史の継承を強く意図している点が特

筆されよ う。地下ボイラー室を公的な備蓄倉庫として地

域に供 し,共 同浴場 ・食堂 ・社交室は当初の機能のままに

活用することを意図している。住戸の内装は,現 状に若干

の補修 ・洗浄をかける程度 とすることが考えられ,改 変は

設備更新に止めることが原則とされた。

3.3「 部分保存案」に対する制度的検討(図7)

ここでは,「部分保存案」をベースに区分所有建物の部

分保存が制度的に可能かどうかについて検討する。

3.3.1市 街地再開発事業の検討

まず事業手法上の枠組みとして,法 定再開発か,任 意建

替かの検討が必要である。前述のように,現実には平成12

年段階で新宿区としては法定再開発 としない方針が明ら

かとなったが,ま ず この点に検討を加えたい。

そもそも再開発の手法としては,都 市再開発法に基づ

く法定再開発事業 と,そ れ以外の手法(再 開発地区計画,

特定街区や総合設計制度,任 意の建築更新など)に 分けら

れる。法定再開発事業は強制代執行等法的な強制力を持

つ都市計画事業であるため,計 画地区内に一定割合以上

の老朽建物,狭 小な建物のあること等比較的厳格な要件

が定められてはいる。しかしなが ら事業認定にあたって

は,目 的 ・敷地規模は多様であ り,許 認可庁である地元 自

治体の行政判断による部分が少なくない。例えば,市街地

再開発事業において も,千代田区麹町四丁目地区(0.5ha

/個 人施行),新 宿区新宿三丁 目東地区(0,6ha/組 合施

行)な ど,狭 小かつ不整形な敷地であっても,計 画の主旨

と地区の現状に鑑みて法定再開発事業 として都市計画決

定される場合 もある。さらに,同潤会アパー トの再開発に

おいても,中 之郷アパー ト(0.6ha/組 合施行)や 柳島

アパー ト(0.6ha/組 合施工)な ど,敷 地規模狭小ない

し幾分不整形であっても,法 定事業の適用がなされた事

例も認め られる。従って本計画案についても,特 定行政庁

の行政判断如何によっては,実 現が可能であったろうこ

とが判る。

3.3.2既 存不適格適用除外の検討

一方で,保 存対象 となる1号 館西部は建築基準法上,北

側斜線制限において既存不適格建物となっている。法定

再開発事業では,都 市計画上の用途替えで対応できる可

能性が残 るが,任 意建替の場合は,既 存不適格部分につい

て建築基準法3条 の適用除外となる必要がある。 このた

めには,東 京都景観条例第29条 によって,江 戸川アパー

トが東京都選定歴史的建造物に選定され注19),文化財的位

置づけがなされることが,現 状制度では可能な方策であ

る。このためには,東 京都景観審議会での審議を経た(都

景観条例第29条 第3項)都 知事による選定がまず第一条

件とな り,そ の上で建築審査会の同意が必要となる。

一方で ,都 景観条例第29条 第4項 は 「知事は、都選定

歴史的建造物を選定 しようとするときは,あ らか じめ当

該建造物の所有者及び権原に基づく占有者の同意を得な

ければな らない。」と規定しているため,そ もそも歴史的

建造物に選定される前提 として,当 該建築物の所有者が

複数存在する場合,そ の合意が必要となる。そ して,こ の

合意について東京都から,保 存部分の所有者のみならず,

権利者全員の同意が必要であるという見解が,本 案検討

の段階で,非 公式ではあるが示された。

なお,条 例中 「所有者及び権原に基づく占有者の同意」

の内容は事実上行政庁の裁量で決められていると考えら

れるため,「所有者の同意」は,建 物の一部保存を前提 と

した,区 分所有法上の5分 の4以 上の建替決議でも足 り

るとの解釈も可能である。従って,なお建築審査会 という

ハー ドルはあるものの,行 政判断如何によっては,都景観

条例 に基づく基準法上の適用除外の可能性は絶無ではな

いといえよう。

3.3.3区 分所有法上の検討

ここでは,上 記考察結果によって保存部分の基準法適

用除外が可能 となった場合を仮定 して,任 意事業として,

隣地を含む部分保存案が区分所有法上可能かという点を

考察する。この場合,現 行区分所有法第62条 による権利

者の5分 の4の 多数による建替決議が唯一の選択肢となる

が,そ の場合 「同一の敷地上に建物を建設する」場合に限

られるため(敷 地の同一性の要件),南 に隣接する他の土



地 を含んでの建替決議は行 うことができない。隣地を含

むためには,財 産の変更となるので,区 分所有者全員の合

意が必要となる注20)。このため,現 段階では全員合意無 く

しては隣地を含む保存案は制度的に不可能となる。

では,単 独敷地にての任意建替事業は,民 法 ・区分所有

法上成立する可能性はあるだろうか。基本的に現行区分

所有法における建替決議の 「建替」は 「建物を完全に除去

した上で新規建物を建設する」ことしか想定していない

と考えられるが,旧 建物の一部分を建替後の新築建築物

の一部 として保存 ・利用するという内容の「建替計画」が,

建替決議されていれば,旧 建物の一部分を保存しつつ,存

続させる道はあると解釈できる注21)。そ して,こ の建替決

議は,区 分所有法上適法な決議であるため,旧 建物の一部

存続 も法的には可能 となると考え られる。しか しこの場

合,現 実的には一部保存による還元率の低減や保存部分

の運営負担等による理由で,所 有者の大半に受け入れら

れる見込みは少ないといえる。但 しこのことは,保 存する

ことによる新規建物の不動産価値の増加といった,イ ン

センティブが認められるような市場が形成されれば,現

行法制度内でも分譲集合住宅の部分保存を前提 とした建

替が可能であることを示唆しているのである。

3.3.4部 分保存案の可能性

上述のように,江 戸川アパー トの建替では新宿区の行

政判断によ り法定再開発事業の道は選択できず,任 意事

業による建替とな らざるを得ない。この場合,隣i地を含ん

だ計画では現行区分所有法上,所 有者の全員合意が要求

される。ところが,第3章 の江戸川アパー トの建替議論の

過程にみられるように,全 員合意はあり得ない。

せめて5分 の4の 多数決によって制度上可能なのは,単

独敷地による建替だが,部 分保存を前提とした場合,建 築

基準法上の適用除外のためには,都 景観条例による回路

が残されるが,一 種の行政判断 として所有者全員合意が

要求された経緯がある。

実際には部分保存案は上記のように詳細には検討され

ることはなかった。ただ,本 節での検討を通 していえるこ

とは,単 独敷地部分保存でも行政判断如何によっては,制

度的には実現の可能性は絶無ではなかったということで

ある。

4.民 間長期経過集合住宅更新と継承

ここでは,日 本でこれまで建設されてきた集合住宅が

全体としてどのように,更 新或は継承されてきたかにつ

いて検討することを通して,歴 史性を帯びた集合住宅の

継承の可能性 を探ることとしたい。本章ではまず,閲 覧可

能な主要建築系雑誌を中心として,そ の他関連文献注22)に

掲載された民間集合住宅の事例を可能な範囲で収集した。

収集範囲は,日 本の集合住宅建設の転換点 と思われる区

分所有法施行の昭和38年 までとした。勿論この手法で集

合住宅建設動向が全て把握できるわけではないが,主 要

建物の大まかな動向を把握する資料とはなろう。1991事

例が収集されたが,現 地確認のためにこれを東京23区 内

に絞 り,1632件(82%)を 得た。このうち竣工年が判明

しているもの1163件 のうち戦前建物が1090件,戦 後建

物が73件 であった。この中で建築時の住所の確認できる

ものが1198件 あったので,こ の全てについて現地確認を

行ったところ,89件 の現存が確認された注23)。現存率は

戦前のものが3.2%(35/1090),戦 後のものが65.8%

(48/73)と なり,戦後建物でも現存率が低いことが判る。

図8は 確認された建物の分類を試みたものであるが,昭 和

初期建設の低中層RC建 物(グ ループ1),昭 和10年 前後

の木造低層建物(グ ループ2),第 一次マンションブーム

期の中高層RC建 物(グ ループ3)と いったグルーピング

が可能であった。

図9は,上 記手続より抽出した建物も含めて,半 世紀以

上経過した集合住宅について,所 有 ・利用 ・管理形態の変

遷状況を所有者 ・管理者・居住者それぞれに聴き取ること

のできた5事 例を挙げている。従って,こ れらの事例が必

ずしも民間長期経過集合住宅の変遷を代表しているとは

いえないが,グ ループ1に 入る事例1で は,高級賃貸アパー

トか らギャラリーを主体とした商業ビルへの移行 によっ

て,継 承されていることが判る。グループ2に 入る事例2,

3は 共に木造賃貸集合住宅であるが,事 例2で は税務署へ

の物納の結果居住者が土地 ・建物を一部買い取り,木造分

譲集合住宅となっている。このため,建 替の合意形成を図

りにくい事例である。事例3は 近年自治体に買い取られた

上で条例に基づく歴史的建物に選定され,保 存されてい

るが,居 住の継続は断念されている。ただ,こ の事例は日

本における集合住宅の継承の数少ない事例として注目さ

れよう。事例4,5は いずれも昭和20年 代半ばに建設さ

れた一種の社宅であ り,当 時余 りにも一般的であったた

めか,前 述の文献調査には載っていない。しかし,こ うし

た建物も,一 般賃貸 ・貸事務所 ・客間などと,オ ーナーに

よる状況に応 じた利用方法により長期にわたって継承さ

れる可能性があることを示唆している。上記の検討は,建

物の所有・利用 ・管理形態に応じた継承方法の類型化の可

能性を示唆している。



5.ま とめ

本研究では,江 戸川アパー トで長期 に亘って幾度も起

こっては消えた建替議論の推移を詳らかにすることによ

り,分 譲集合住宅の先駆事例における建替の困難さを浮

き彫 りにした。特に内部条件 としての合意形成と外部条

件としての経済的 ・制度的側面が議論長期化の主要な要

素として挙げられるが,バ ブル期 に行われた同アパー ト

独自の再建計画の条件整理によって,建 替実現注24)へ の

地均 しができたことが,重 要な出来事であったことが

判った。

更に,建 替議論の最終場面で提示された部分保存案に

ついて,部 分的保存手法による歴史継承性の有効性の確

認を行った上で,部 分保存案実現のための制度的条件の

検討を行った。結果,こ の種の事業に対して諸外国に比べ

て公的援助が少ないことは前提であるにしても,区 分所

有法をはじめとする諸制度が基本的に歴史生継承を前提

としていないことに起因す る案実現への障害が明らかに

できた。更に裁量の高い行政判断にも大きく左右される

という構造が明 らかとなった。

また,補 足的にではあるが,一 般の民間長期経過集合住

宅でも所有・利用・管理形態に応じた継承方法の可能性が

充分にあり得ることを示した。

<注>

1)江 戸 川アパー ト竣 工直 前には,同 潤会虎 ノ門 アパー トの全館

同潤会事務所 への転用のため独身室居住者の転 出が進め られ

ていた。最後 の残留者は,江 戸 川 アパー トの 当選辞退者住戸

を順 次充 当 したが,多 くは家族部 へ引っ越 した。文3)に よる。

2)居住者 か らの伝聞 によると,エ レベーターは戦後 の昭和22年



頃 に運行 を再開す るが,直 後 に事故 が発 生 し,電 気 使用制限

もあいまって これ を契機 に運行 が行 なわれな くな った。

3)虎 ノ門アパー トには,蜂 ノ巣会 とい う自治組織 が結成 されて

お り,江 戸 川アパー トに も引き継 がれていた。文3)よ り。

4)生 協理事会 が昭和26年9月 か ら27年3月 にかけて居住者 に

向 けて 発行 した アパ ー ト内発行物 。

5)文7)よ り。老朽化 のほか に,暖 房熱源 と して利 用 しな くな っ

た過剰 設備(有 資格者 を要す る)か ら小規模 の ものに切 り替

え る ことで経費節減 をはか るね らいもあった。

6)文7)よ り。昭和33年,変 電所 を改修 し,受 電量 を4倍 にす

る。昭和34年,各 分電 盤の全面的改修 。昭和35年,65戸 の

受電 量 を10Aか ら15Aへ 増 量。以後容量 の許 す限 り順次各住

戸 の増 量 をお こな ったが幹線配線 を既存 のまま としたため限

界 があ った。

7)文7)よ り。自家浴室 の増設,電 気洗濯機 の普及 に加え,井 戸

水位の低下が理 由 として上 げ られてい る。江戸 川 アパー トメ

ン トで は,井 戸 水 と水道水 を併用 して いた。

8)文7)よ り。昭和31年 に,そ れ まで局線3本 に受信専用 の1本

を加えて いる。

9)文7)よ り。昭和33年6月 に10馬 力水中モー ターポ ンプに

切 り替 え,同 年9月 に水害 を蒙 り滅 菌消毒機 を設置,そ の後

水位低下 に対 し,昭 和37年11月 に改良 を行 なって いる。

10)こ の時1号 館5,6階 独身住戸へ もガスの供給 を行 うように

な った。

11)合 意形成 が達 成され なか った要因 としては,以 下 の3点 が大

き い。(1)昭 和55年 にみ ど り会 の株 式がK組 に売却 された こ

とに対 して。(2)理 事会が計画案 反対者氏名 を公 にした こと

に対 して。(3)建 替 ず にこのままの環境で暮 らした いという

居住者 の意見。

12)環 境委員会 の活 動は,従 来か らの江戸川 アパー ト関係者 に

よって行われたが,こ うした動 きは江戸川アパー トの従前環

境 に対す る思い入れ にお いて温 度差 をもつ新規転入者 との間

で,合 意形成上 の課題 を残す ことにもなった。

13)整 備組 合によ って,土 地 は専有部分 に基づ く比例配分で個 々

に登 記 され直 した が,そ のまま生協が所有 し続 けることも原

理 的には可能で あった。仮 に,生 協等 の法人 によって所有 し

続 けた 場合 に,建 替 の議論 が どのよ うに展 開す る可能 性が

あったか につ いて は,今 後検討す る価 値が充分ある。

14)デ ベ ロ ッパー側 か ら全員合意の条件が提示された第一 の理 由

は,デ ベ ロッパーが不賛 成者持ち分 の買い取 り請求 にお ける

買い受 け人にな りた くな いという ことであった。

15)従 前地権者が まず地 権者法人 をつ く り,地権者 の土地建物権

利分 を信託 した上で,地 権 者 に信託受益権 として の居住権 を

認め る方式 。建設費負担 は信託配 当分 と相殺 した差額 を月割

りとし,地 権者 法人 に払 い込 む。

16)本 研究委員会 の数名が,こ の時点 の検 討に参加 している。

17)今 回の建替決議 で,議 決権 を住戸数ベース にするか,持 ち分

割合ベ ースにす るか議論が あったが,結 局両者で5分 の4を

越えた 。 この点 で も区分所有 法の未熟さが指摘で きる。

18)金 子 寛文(K3構 造設 計室)に よる。但 し,こ う した構造強

度 の評価 には,評 価 基準,目 標強度 の違 いによ り,多 様 な判

断が有 りうる。

19)江 戸 川アパー トは歴史的建築物 の保存 を推進する国際組織 で

あ るDOCOMOMOJAPAN支 部か らも,平 成12年 に 日本 を

代表す る近代建築物20選 の一つ に選定 されてお り,都 景観 条

例 に取 り上げるべき社会 的に歴史 的建物 である と充分考 え ら

れ る。

20)但 し,現 在 法制審議会 ・建物 区分所 有法部会 において検 討さ

れ てい る区分所有法 改正案では,隣 地 を含んだ敷 地でも建替

決議 の対 象に認め る方向 での見 直 し作業が なされている。

21)実 際の裁判例で部 分保 存の建替案が争われ たケースはな い

が,区 分所有法第62条 第2項 第1項 は建替 決議 において 「再

建建物 の設 計概要」を定めなければな らない と規定 して いる

ことか ら,部 分保 存を前提 とした再建案は条文の解釈上可能

で あると考 える。

22)『 建築世界』『建 築 と社 会』「国際建築』r新建築』の4誌 を中

心 に,東 京府学務 部社会課 『アパー トに関する調査』1936や

小林秀樹 ほか 『日本 にお ける集合住宅の普及過程』日本住宅

総合セ ンター-1997な どの文献,自 治体 教育 委員会発行の近代

建築一覧 な どを参照 した。

23)こ の種の先行研究 として石井昭ほか 『都市集住様式の歴史的

研究H』 新住 宅普及協会1975が 挙げ られ る。

24)な お成14年10月 現在,新 規建物住戸選定 申込状況 によれ

ば,53%と い う極 めて低 い還元 率にも関わ らず,組合員数201

戸(住 戸選定権利戸数)の うち141戸(70%)が 戻 り入居 を
・希望 しているよ うで ある

。これ は,新 建物250戸 に50プ ラン

という多様 なプ ランを用意す るという,江 戸川 アパー トの プ

ランニ ング意 図を継承 した ことが評価 され た現れ ともいえよ

う。
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